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○原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会は、平成２４年１月から計１１回の会議を重ね、核燃料サ
イクルの選択肢に係る議論を進め、検討結果を５月１６日にとりまとめた。

○今後、原子力委員会では、この報告書を基に議論を重ね、原子力委員会としての見解をまとめる予定。

１．検討の経緯

２．検討結果の概要

全量再処理

＜総合評価＞

○中長期的には、原子力規模が維持
又は拡大される場合、使用済燃料管
理・貯蔵、高レベル放射性廃棄物の
処分面積及び資源節約の面から最も
有力な選択肢。

○将来の原子力発電規模が不透明な
場合には本政策のメリットは不透明と
なる。また、現状の前提、及び２０～３
０年後の見通しでは経済的に劣る。

＜研究開発＞

実用化に向けた検討に関するＦＢＲ
／ＦＲの開発を進める。

＜課題＞

六ヶ所再処理施設の円滑な操業、プ
ルトニウム利用の着実な進展、直接処
分に係る研究開発の着手 など

再処理と直接処分の併存

＜総合評価＞

○将来の原子力発電規模が不透明な場
合には、政策の柔軟性があることから最
も優れている選択肢。

○短期的には使用済燃料の取り扱いが
不明瞭となり、現行政策からの一貫性に
懸念を生じさせるという点で政策変更に
伴う課題はあるが、全量直接処分よりも
課題は小さい。

＜研究開発＞

国産のＦＢＲ／ＦＲの実用化を判断する
ために必要な研究開発を実施。

＜課題＞

六ヶ所再処理施設の能力を超える使用
済み燃料の取り扱いに係る国の意志決
定、また、地方自治体、国民の理解を得
ること など

全量直接処分

＜総合評価＞

○短期的には原子力依存度をゼロに
することが明確な場合に最も有力な
選択肢。

○短期的には政策変更に伴う課題が
最も多く、大規模な代替電源費用が
発生する可能性がある。

○現状の前提、及び２０～３０年後の見
通しでは、経済的に最も優位となる。

＜研究開発＞

国際協力等でのＦＲ研究開発は実施
するが、ＦＢＲ／ＦＲの実用化に向けた
研究開発は中止

＜課題＞

直接処分技術の確立、使用済み燃料
の取り扱いの変更について地方自治
体、国民の理解を得ること 在庫プルト
ニウムの利用対策 など

政策実現に向けての共通課題

＜基本的な方針決定と国の責任＞
○国は政策の決定に責任を負い、その結果について国民、自治体に説明し、理解を得ること。

＜課題に向けての取組＞
○オンサイト・オフサイトの使用済燃料貯蔵能力の増強 ○日米原子力協定など、国際的課題への対応
○高レベル放射性廃棄物の最終処分施設の立地促進 ○将来、政策変更がある場合への備え など
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留保について

○将来の原子力発電規模等をある程度見通せる時期まで意志決定を留保する方が、十分な検討時間が得られること等のメ
リットが考えられる。このため、「活動継続・留保」と「凍結・留保」の２つの概念について得失を評価した。
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